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平成 25 年 4 月 1 日 

一般財団法人日本私学教育研究所・一般研修係 

はじめに 

● 一般財団法人日本私学教育研究所（以下「研究所」という。）の一般研修（初任者研修、

10 年経験者研修、免許状更新講習など法定研修に準ずる指定研修以外で、希望する教職員

が自らの意志で参加できる研修）事業については、平成 22 年 3 月 9 日の「第 104 回理事会・

第 94 回評議員会合同会議」において、これまで長年にわたって日本私立中学高等学校連合

会（以下「中高連」という。）の事業方針とは乖離し、「地区別・府県別研修会」と内容

等が重複する形で実施してきた教科指導、進路指導及び生徒指導等の「私学教員研修会」

に代わり、平成 22 年度より、全国組織として実施すべき基幹的研修会は「学校管理者の研

修」と「教育政策の重要課題についての研修」に特化するとの方針の下、中高連の事業と

連携する形で、教育政策課題毎に必要な部会を設置して実施する「私立学校専門研修会」

を新たに立ち上げ、各研修会が連携する形で実施することを決定した。 

● これを受け、「改革」3 年目となる平成 24 年度の一般研修会は、平成 22・23 年度に引

き続き、「私学経営研修会」、「私立学校専門研修会（「教育制度部会」、「教育課程部

会」、「法人管理事務運営部会」、「国際教育研究部会」及び「次世代リーダー育成部会」

の 5 部会）」並びに「全国私学教育研究集会」の 3 本柱で実施し、所期の目的を達成した

（総募集人員 1,050 名に対し総参加人員 970 名）。 

● 「全国私学教育研究集会」を除く上記研修会は、組織の改編で新たに設置された研究・

研修事業を統轄する「研究・研修統轄会議」の下に置かれる各「専門委員会」が所管し、

それぞれ 1～3 回の会合を開き研修内容の企画立案・運営に当たった。 

● 更に、「全国私学教育研究集会」は、当研究所が主体的にその企画・準備を進め、実施

県の社団法人岩手県私学協会との実質的な連携体制で行った。同大会は、前述の私学経営

研修会や私立学校専門研修会・各部会で扱った課題の研究を更に進化させ、それらを全国

に発信するとともに、併せて、実施地区である東北各県私学の特色ある教育を全国に紹介

することを目的とし、これに沿った内容で実施した【別途「研究集録」を作成】。 

● また、「地区別・府県別研修会」については、これまで通り、各地区及び各府県の実情

に即した研修内容で実施され、当研究所役員等が出席し中央情勢報告等を行った（総募集

人員 6,215 名に対し総参加人員 6,029 名）【別途「研究集録」、「報告書」等を作成】。 

● なお、本年度、先の東日本大震災で被害が甚大であった地域で実施した「全国私学教育

研究集会（東北地区・岩手県）」及び「私学経営研修会（茨城県）」は、「復興支援研修

会」と位置付け、研修会実施を通じて被災地の私立学校の復興を側面から支援した。 

● 最後に、本年度も、上記各研修会の運営において、一般財団法人東京私立中学高等学校

協会・東京私学教育研究所には多大な協力を仰いだ。ここに謝意を表する。
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